
 

 

｢江南市戦略計画｣策定方針（概要版） 

 

１．めざす“まちづくり”への取組み 

 
【現状認識】 
市民ニーズの多様化・複雑化、社会参

加意識の芽生え、地方分権の進展、財政

のひっ迫など社会経済環境の変化を背景

に、行政が主導する画一的なまちづくり

が行き詰まりを見せている。 

［必要な取り組み］ 
• 継続的な「構造改革」による、市民志向、
成果主義に基づく行政経営の実践 

• 市民※との協働・役割分担による柔軟で
きめ細かい公共サービスの提供 

 
 
 
 
 

◆戦略計画策定のあり方◆ 
地域の主役は市民、ＮＰＯなどの市民団体、企業など様々であり、これからのまちづく

りは、こうした様々な主体と行政が相互に信頼関係を築き、協力して市の将来像や目標を

考え、実現していく必要がある。そのため、市民と協働して戦略計画の策定に取り組む。

戦略計画策定の理念：共に選択し、共に担う地域社会の実現 

※ 本資料で“市民”と記述する場合は、市民 
 だけではなく、NPO 等の市民団体、企業など 
まちづくりに関わる全ての主体を含む 

 
 
 
 
 
 
 
 
２．戦略計画策定の趣旨 

戦略計画は、『構造改革』の取り組みを更に一歩進め、「共に選択し、共に担う地域社会の実

現」という理念に基づき、時代に合った新しいまちづくりを具現化するものであり、これから

のまちづくりの指針として位置づけられるものである。 

なお、次期総合計画は、「施策の選択と資源の集中」による戦略性の高い計画として策定する

ため、名称を「江南市戦略計画」とするものである。 

 

３．戦略計画の機能と構成 

豊かで住みよいまちとするためには、“行政を経営する（行政経営）”という視点に加え、“地

域全体を経営する（地域経営）”という視点を持つことが重要である。 

 

①地域経営 

江南市という地域の中の市民、市民団体、企業と行政が、

市の将来像や目標を共有し、それぞれの得意な分野で力を

発揮し、その実現に向け、協力し合うこと。 
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②行政経営 

地域の将来像や目標を実現するために、行政の役割、成果

を挙げるための推進すべき施策、予算や人員をどれだけ費

やすか、などの方針を明らかにして、創意工夫を行う中で、

限られた予算や人員で最大の成果を生み出すこと。 
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［戦略計画の機能］ 

• 市の「将来像」や「目標」を市民と共有するための『地域経営の指針』 
• 地域経営の指針に基づく、行政としての長期的な戦略を示す『行政経営の指針』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［基本構想］ 

［基本計画］ 

分野２ ･･･ 分野 n 

･･･ 
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分野１ 
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○分野ごとに市民と行政がめざす姿と
目標を示す 
○計画期間：前期 3年･中期 3年･後期

4年（進行管理の結果をふまえ見直し）
【構成】 

• 計画フレーム 
• 分野の現状と課題 
• 分野の展望とめざす姿 
• 成果目標（指標･目標値） 
• 市民と行政の役割 

○基本計画に示された分野の展望とめざす姿を実現するために展開する戦略を示す 
○計画期間：前期 3年･中期 3年･後期 4年（進行管理の結果をふまえ見直し） 
【構成】 

• 部門の展望／使命 
• 部門の施策体系 
• 施策の展開戦略 
• 施策目標（管理指標･目標値） 

○市全体の将来目標と取組方針を示す 
○計画期間：平成 20～29年度の 10年間  
【構成】 

• 時代潮流と課題の認識 
• 市の将来像（社会の姿／都市の姿） 
• 分野の展望 
• 経営の基本方針（地域経営／行政経営） 
• 計画フレームの概要 
• 計画の運用方法 

実行計画 
○ 施策の展開戦略に基づき実施する事務事業
とその資源配分を示す 

○ 計画期間：３年 

 

４．戦略計画策定の留意点 

 • 「市民志向」および「成果主義」を徹底する 
 

• 「高めるべき価値の選択」と「資源の集中投下」に貢献する計画とする 
 

• 市民との協働により、内容の充実、認識の共有および合意形成を図る  
 • 各部門ごとに責任をもって成果目標の実現に取り組み、適切な進行管理をする 
 
 
５．戦略計画実現に向けた取組み 

 平成 20 年度以降の、戦略計画による行政経営を実効性のあるものとするために、計画策定と並行
して以下の環境整備を進める。 

• 協働のまちづくりのためのルール・しくみづくり  
• 成果に基づく（戦略計画に沿った）組織体系づくり 

•
•  
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 各部門への権限と責任の移譲 
 進行管理・評価制度のしくみづくり



 
 
６．戦略計画策定における市民参画の考え方 

 
共に選択し、共に担う地域社会の実現を具体化するためには、できるだけ

多くの市民の参画を募り、理念に関する理解と共有を図ることが必要 
 
 
 

［計画策定に適用する手法］ 
• 市民会議の設置 
• パブリックコメント 

• 市民意向調査 
• 住民説明会 

さらに 

広報等を通じた策定経過の報告など

「継続的な情報提供」や「常に意見を

受け付ける」仕組みづくりに取り組む

 
 
 
 
７．計画策定体制 
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